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１．「地球温暖化研究プログラム」に関する最近の動き 

 42

国                      内 
環  境  省 

 

研究開発・技術開発に直接的に関係するもの 間接的に関係するもの（法令な

ど） 

そ の 他 国 内 
海  外 （国  際） 

平成１４年(2002年) ・ 1990年度～「地球環境研究総合推進費」
（競争的研究資金）による研究開始 

・ 2001年度～「地球環境保全試験研究費（地
球一括計上）」による研究開始） 

・ 2002.4 地球環境研究総合推進費におい
てﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝ型の大型研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを

開始 
・ 地球温暖化総合モニタリング基盤強化事

業開始 
・ 地球温暖化の影響と適応戦略に関する統

合調査事業 

・ 2002. 5「地球温暖化対策の推
進に関する法律」の改正 
・ 2002.6 中央環境審議会総合政
策・地球環境合同部会地球温暖

化対策税制専門委員会 「我が

国における温暖化対策税制に

ついて（中間報告）」を公表 
・ 2002.12「地球温暖化対策の推
進に関する法律施行令」の改正

（温室効果ガス排出係数等の

見直し等） 

・ 2000年度～「地球温暖化防止新技術プログラム」、
「固体高分子形燃料電池／水素エネルギー利用プ

ログラム」、「次世代低公害車技術開発プログラム」

等（経済産業省、NEDO） 
・ 2001～「地球温暖化が農林水産業に与える影響の
評価及び対策技術の開発」（農林水産省） 

・ 2002. 6 地球温暖化対策技術戦略プロジェクトの
設置（総合科学技術会議 重点分野推進戦略専門

調査会） 
・ 2002.12「バイオマス・ニッポン総合戦略」の公表 
・ 2002～「人・自然・地球共生プロジェクト」（文
部科学省） 

・ 1980  世界気候研究計画（WCRP）の開始 
・ 1986  地球圏・生物圏国際共同研究計画（IGBP）の
設立 

・ 1990  地球環境変化の人間社会側面に関する国際研
究計画（IHDP）の開始 

・ 1998 アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（ＡＰ
Ｎ）発足 

・ 2002.10 気候変動枠組条約第８回締約国会合(COP8)
開催（於インド・ニューデリー） 

平成１５年(2003年) ・ 2003. 3「平成14年度CO2削減等技術に
係る知識ベース形成調査報告書」 

・ 2003. 3「民生・運輸部門における中核的
対策技術中間報告」（中核的温暖化対策技

術検討会）とりまとめ 
・ 2003. 3「バイオマス資源の有効利用に資
する燃料電池活用戦略」（燃料電池活用戦

略検討会）とりまとめ 

・ 2003. 7「事業者からの温室効
果ガス排出量算定方法ガイド

ライン（試案）」の公表 
・ 2003. 8「温暖化対策税制の具
体的な制度の案～国民による

検討・議論のための提案～（報

告）」の公表 
・ 2003.12 環境省温室効果ガス
排出量取引試行事業の開始

（2004. 7まで） 

・ 2003. 4「地球温暖化対策技術研究開発の推進につ
いて」（総合科学技術会議） 

・ 2003. 9 地球観測調査検討ワーキンググループの
設置（総合科学技術会議） 

・ 2003～「地球にやさしい低公害交通機関等の開
発」、「地球規模の環境変動再現データベースの構

築と地球温暖化メカニズムの解明」（国土交通省） 
 

・ 2003. 4 アジア太平洋地球変動研究ネットワーク
(APN)において、「持続可能な開発に向けた途上国の研
究能力開発・向上プログラム（CAPaBLE）」開始 

・ 2003. 6 炭素隔離リーダーシップフォーラム（CSLF）
の開催 

・ 2003. 6第１回地球観測サミット開催 
・ 2003. 7 EU議会が排出量取引指令を採択（10月発効） 
・ 2003.7 米国の新しい気候変動研究戦略公表 
・ 2003.12気候変動枠組条約第9回締約国会合(COP9開
催（於イタリア・ミラノ） 

・ 2003. 12 「土地利用、土地利用変化及び林業に関す
る良好手法指針(LULUCF-GPG)」が作成され、COP9
に報告 

平成１６年(2004年) ・ 2004. 3「民生・運輸部門における中核的
対策技術第二次中間報告」（中核的温暖化

対策技術検討会）とりまとめ 
・ 2004. 4 地球温暖化対策技術開発事業
（競争的研究資金）、公募型による温暖化

対策市場化直結技術開発事業開始 
 

・ 「事業者からの温室効果ガス

排出量検証ガイドライン（試

案）」の公表 
・ 2004. 8中央環境審議会地球環
境部会「地球温暖化対策推進大

綱の評価・見直しに関する中間

取りまとめ」 

・ 2004. 3「今後の地球観測に関する取り組みの基本
について（中間とりまとめ）」（総合科学技術会議） 

・ 2004. 4 温室効果ガス観測技術衛星(GOSAT)利用
シンポジウムの開催 

・ 2004. 7 「気候変動研究の戦略的推進計画（案）」
（総合科学技術会議） 

・ 2004. 4 第２回地球観測サミット開催 
・ 2004.12 COP10 開催（於アルゼンチン・ブエノスア
イレス） 

平成１７年(2005年)
以降 

  ・ 2005.3. 「京都議定書目標達成計画（案）」（地球
温暖化対策推進本部） 

・ 2005. 1  EU域内排出量取引制度の運用開始予定 
・ 2005.2. 京都議定書発効 
・ 2005 炭素固定及び貯留に関する IPCC特別報告書完
成予定 



２－１ 「化学物質環境リスク評価・管理プログラム」に関する最近の動き 
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国                      内 
環  境  省 

 

研究開発・技術開発に直接的に関係す

るもの 
間接的に関係するもの（法令など） 

そ の 他 国 内 
海  外 （国  際） 

平成１４年(2002年) ・ 1990年度～「地球環境研究総合推
進費」（競争的研究資金）による研

究開始 

・ ミレニアムプロジェクトとして

「ダイオキシン類・環境ホルモン

の無害化、適正処理技術の開発」

が進められる（2000～） 
・ 2002.10 低コスト・低負荷型土壌
汚染調査対策技術検討調査開始 

・「21 世紀『環の国』づくり会議」をふまえて円卓会議の開催開始
(2001.12~) 
・2002.3 化学物質の環境リスク評価 第1巻の公表 
・2002.11 第 5回内分泌攪乱化学物質問題に関する国際シンポジウ
ム開催 
・2002.12 東アジアPOPsモニタリングワークショップ開催 

・ 戦略的創造研究推進事業 研究領域：

「内分泌かく乱物質」（文部科学省、

1999～2004） 
・ 都市排水由来の化学物質の水環境中で

の挙動に関する研究（国土交通省、2001
～2005） 

・ 化学物質総合評価管理プログラム（経済

産業省、2001～2006） 
・ 2002.3 総合科学技術会議「化学物質
リスク総合管理技術研究」立ち上げ 

・ 2002.7 変圧器（トランス）などの重
電機器からの微量のＰＣＢ検出 

・ 2002.8 POPs条約の締結（日本） 

 

平成１５年(2003年) ・ 酸化エチレン技術実証事業開始 
・ 2003.5 ダイオキシン類簡易測定
法検討会設置 

・ 2003.10 ｢環境ホルモン戦略計画
SPEED’98｣改訂作業開始 

・ 2003.11 ダイオキシン類汚染土
壌浄化技術等確立調査開始 

 

・ 2003.2「土壌汚染対策法」施行 
・ 2003.3  第１回PRTRデータ集計結果等の公表、化学物質の環境
リスク評価 第２巻の公表、PRTR国際シンポジウムの開催 
・ 2003.3 農薬取締法第３条第１項第４号から第７号までに掲げる
場合に該当するかどうかの基準の一部改正（水産動植物に対する毒

性に係る登録保留基準の改正（2005.4施行）） 
・ 2003.5 「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（化審
法）」改正法成立（生態影響評価の導入等） 
・ 2003.6 「特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措
置法」成立 
・ 2003.12 第 2 回東アジア POPs モニタリングワークショップ開
催、第6回内分泌攪乱化学物質問題に関する国際シンポジウム開催 

・化学物質リスク評価の基盤整備としての

トキシコゲノミクスに関する研究（厚生

労働省、2003～2005） 
・農林水産生態系における有害化学物質の

リスク評価、分解・除去等に関する研究

（農林水産省、2003～2007） 
・河川等環境中における化学物質リスクの

評価に関する研究（国土交通省、2003～） 

・2003.5 欧州委員会 REACH協議
用文書公表 

・2003.7 国連「化学品の分類および
表示に関する世界調和システム

（GHS）について」勧告 
・2003.10 欧州委員会 REACH 提
案文書公表 

 

平成１６年(2004年) ・ 化学物質に関する簡易モニタリン
グ技術・VOC処理技術（ジクロロ
メタン等有機塩素系脱脂剤処理技

術）実証事業開始 
・ 2004.10 POPs 廃農薬等無害化
処理技術検証事業開始 

・2004.3 第２回PRTRデータ集計結果等の公表 
・2004.5 「水銀分析マニュアル」の公表 
・2004.10 OECDトキシコゲノミクスワークショップ開催、化学物
質ファクトシート－2003年度版－の公表 
・2004.12 第7回内分泌攪乱化学物質問題に関する国際シンポジウ
ム開催 

・2004  有害化学物質リスク削減基盤技術
開発（経済産業省 2004～2008） 

・2004 硫酸ピッチの不法投棄問題がクロ
ーズアップされる 

・2004.6 PIC条約の締結（日本） 

・2004.2 PIC条約発効 
・2004.5 POPｓ条約発効 
・2004.6 POPs条約の先進国におけ
る実施に関するワークショップ開

催 
 

平成１７年(2005年)
以降 

2005.3 「化学物質の内分泌攪乱作用
に関する環境省の今後の対応方針に

ついて」策定（予定） 

 
 

 
 

・2006 GHS のアジア太平洋地域に
おける導入（目標） 

・ 2006.7 RoHS規制（電機電子製品
の含有物質禁止令）適用開始（EU） 

・2008 GHSの世界的導入（目標） 



２－２ 「20世紀における環境上の負の遺産解消プログラム」に関する最近の動き 

国                      内 
環  境  省 

 

研究開発・技術開発に直接的に関係するもの 間接的に関係するもの（法令など） 
そ の 他 国 内 

 
海  外 （国  際） 

平成１４年(2002年) ・ミレニアムプロジェクトとして「ダイオキシン
類・環境ホルモンの無害化、適正処理技術の開

発」が進められる（2000～） 
・POPs 廃農薬無害化処理技術等に関する実証研
究（2003頃～） 

 ・ 戦略的創造研究推進事業 研究領域：「内分泌か

く乱物質」（文部科学省、1999～2004） 
・ 光触媒を利用した分解除去技術（ミレニアムプロ

ジェクト：ダイオキシン類・環境ホルモンの適正

管理、無害化の促進）（文部科学省、2000～2005） 
・ 化学物質総合評価管理プログラム（経済産業省、

2001～2006） 
・ 2002.8 POPs条約の締結（日本） 

・中国における遺棄化学兵

器問題 

平成１５年(2003年) ・2003.5 ダイオキシン類簡易測定法検討会設置 
・ダイオキシン類汚染土壌浄化技術等確立調査開

始 

・2003.2「土壌汚染対策法」施行 
・2003.6特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する
特別措置法成立 

・「茨城県神栖町における有機ヒ素化合物による健康被害者

に対する緊急措置事業」実施 

・ 2003. 「港湾における有害化学物質汚染の実態解
明、将来予測手法の開発、生物および生態系への

影響評価に関する研究」（国土交通省、2003～
2005） 
・ 2003.3 茨城県神栖町で井戸水の有機ヒ素汚染問
題発生（別に神奈川県寒川町、平塚市でも旧軍の

毒ガス弾等の問題が発生） 

 

平成１６年(2004年) ・化学物質に関する簡易モニタリング技術実証事
業開始 

・2004.4 微生物によるバイオレメディエーション利用指
針の策定に関わる検討開始（経済産業省と合同） 
・2004.6 不法投棄撲滅アクションプラン 
 

・ 2004 硫酸ピッチの不法投棄問題がクローズア
ップされる 

・ 土壌・地下水汚染が水域に及ぼす影響に関する研

究（国土交通省、2004～2006） 
・ 2004.12 北九州PCB廃棄物処理事業開業 

・2004.5  POPｓ条約発効 
・2004.6 POPs 条約の先
進国における実施に関

するワークショップ開

催 
平成１７年(2005年)
以降 

    
 

 

 44



３－１ 「循環型社会の創造プログラム」に関する最近の動き 

３－２ 「循環型社会を支える技術の開発プログラム」に関する最近の動き 
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国                      内 
環  境  省 

 

研究開発・技術開発に直接的に関係するもの 間接的に関係するもの（法令など） 
そ の 他 国 内 

海  外 （国  際） 

平成１４年(2002年) ・ 2002.3 「スラグ等再生利用促進調査報告書」 
・ 廃棄物処理等科学研究費補助金開始（H13～） 

 

・2002.3 中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会
「廃棄物・リサイクル制度の基本問題に関する中

間とりまとめ」 
・2002.5 「建設リサイクル法」完全施行 
・2002.7 「自動車リサイクル法」公布 
・2002.11 中央環境審議会「今後の廃棄物・リサ
イクル制度の在り方について」意見具申 

・ 2002.3 総合科学技術会議「ゴミゼロ型・資
源循環型技術研究」イニシャティブ立ち上げ 

・ 2002.12 「バイオマス・ニッポン総合戦略」
閣議決定 

・ 2002 「3R プログラム」開始（経済産業省
～2006年度） 

・ 2002 「一般・産業廃棄物・バイオマスの複
合処理・再資源化プロジェクト」開始（文部

科学省） 
・ 2002 「農林水産バイオリサイクル研究」開
始（農林水産省） 

 

 
 
 

平成１５年(2003年)  
・ 2003.12 ごみ固形燃料適正管理検討会報告書、ごみ固形燃料
の適正管理方策について 

 

・2003.3 「循環型社会形成推進基本計画」閣議決
定・公表 
・2003.4 「ＰＣＢ廃棄物処理基本計画」策定 
・2003.6  「廃棄物処理法」改正 
・2003.8 「『環境立国』実現のための廃棄物リサ
イクル対策」公表 
・ 2003.10 「廃棄物処理施設整備計画」閣議決定 
・ 2003.11 「物質フロー会計及び資源生産性に関
する国際専門家会合」を開催 

・ 2003 「バイオガスを活用した燃料電池の導
入等に向けた実証試験」開始（国土交通省） 

 

 

平成１６年(2004年) ・ 2004.4 廃棄物処理等科学研究費補助金 
●廃棄物処理対策研究事業において 
重要テーマに関する特別枠（重点テーマ）と若手枠を創設 
＜重点テーマ＞ 
「循環型社会形成のための社会システム分析・評価研究」 
「生産・消費段階における廃棄物発生抑制・資源循環システ

ム化技術研究」 
「安全、安心のための廃棄物管理技術に関する研究」） 
＜若手枠＞ 
従来のテーマ「廃棄物処理に伴う有害化学物質対策研究」、「廃

棄物適正処理研究」及び「循環型社会構築技術研究」と同様 

・2004.1 中央環境審議会「廃棄物・リサイクル対
策に係る課題への対応について」（意見具申） 
・2004.2 中央環境審議会「環境に配慮した事業活
動の促進方策の在り方について（意見具申）」公

表 
・2004.4 廃棄物処理法改正 
 

・ 2004.3 総合科学技術会議 報告書「ゴミゼ
ロ型・資源循環型技術研究の現状」とりまと

め 
・ 2004.9 総合科学技術会議 報告書「ゴミゼ
ロ社会への挑戦－環境の世紀の知と技術

2004」を発刊 

・2004.6 シーアイラ
ンドサミットにて、小

泉総理の提唱により、

グローバルな視点か

ら3Rを通じて循環型
社会の構築を目指す

“３Ｒイニシアティ

ブ”が合意。 
 

平成１７年(2005年)
以降 

 
 

  ・2005.4 “３Ｒイニ
シアティブ”閣僚会合

開催予定 



４．「自然共生型流域圏・都市再生プログラム」に関する最近の動き 
国                      内 

環  境  省 
 

研究開発・技術開発に直接的に関係するもの 間接的に関係するもの（法令など） 
そ の 他 国 内 

海  外 （国  際） 

平成１４年(2002年) ・ 1990年度～「地球環境研究総合推進費」（競争
的研究資金）による研究開始 

・ 環境技術開発等推進費（競争的研究資金）にお

いて 
 以下の２件の課題を開始（～2005年度）。 
（１）「都市・流域圏における自然共生型水・物質

循環の再生と生態系評価技術開発に関する研

究」、 
（２）「流域圏自然環境の多元的機能の劣化診断手

法と健全性回復施策の効果評価のための統合モ

デルの開発」 

・2002.12 「自然再生推進法」成立 
 

・ 2002.２ワークショップ「自然と共生した流域圏・都市の再生」開催（事
務局（財）リバーフロント整備センター） 

・ 2002.3 総合科学技術会議「自然共生型流域圏・都市再生イニシャティ
ブ」立ち上げ 

・ 2002 「流域圏における水循環・農林水産生態系の自然共生型管理技
術の開発」開始（農林水産省） 

・ 2002 「自然共生型国土基盤整備技術の開発」実施（国土交通省、～
2004年度） 

・ 2002 「健全な水循環の形成に関する研究（公募研究）実施（厚生労
働省、～2006年度） 

 

・2002.3 
「第３回世界水フォーラ

ム」開催（於京都） 

平成１５年(2003年) ・小規模事業向け有機性排水処理技術実証事業開
始 

・2003.4「自然再生基本方針」閣議
決定 

 

・ 2003.2「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」公表（関
係省庁連絡会議） 

・ 2003.2ワークショップ「自然と共生した流域圏・都市の再生」開催（内
閣府共催） 

・ 2003.5 総合科学技術会議「自然共生型流域圏・都市再生技術研究イ
ニシャティブ」活動開始 

・ 2003.12ワークショップ「自然と共生した流域圏・都市の再生」開催（内
閣府共催） 

・ 2003 国交省「東京湾再生プロジェクト」開始 

 

平成１６年(2004年) ・ヒートアイランド対策技術実証事業の開始 ・2004.3「ヒートアイランド対策大
綱」決定 

 

・2004.6 琵琶湖・淀川流域圏都市再生プロジェクト決定  

平成１７年(2005年)
以降 

  ・2005.2ワークショップ「自然と共生した流域圏・都市の再生」開催（内
閣府共催）(予定) 
・2005.3 総合科学技術会議「自然共生型流域圏・都市再生技術研究イニ
シャティブ」研究報告書の発表（予定） 

・2006 「第４回世界水フ
ォーラム」（於メキシコ）

開催予定 
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